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《コメント》

7年7月 うち男 7年6月 対前月比 6年7月
対前

年同月比

　Ａ．新規求職申込件数 499 189 474 5.3 441 13.2

147 55 163 ▲ 9.8 123 19.5

　ｂ．うち中高年齢者 283 122 284 ▲ 0.4 255 11.0

　Ｂ．月間有効求職者数 2,081 861 2,142 ▲ 2.8 1,975 5.4

　ｃ．うち雇用保険受給者 892 347 886 0.7 810 10.1

　ｄ．うち中高年齢者 1,257 566 1,328 ▲ 5.3 1,168 7.6

　Ｃ．新規求人数 874 882 ▲ 0.9 894 ▲ 2.2

　Ｄ．月間有効求人数 2,417 2,356 2.6 2,590 ▲ 6.7

　Ｅ．紹　介　件　数 423 183 440 ▲ 3.9 423 0.0

　ｅ．うち雇用保険受給者 111 53 124 ▲ 10.5 102 8.8

　ｆ．うち中高年齢者 248 110 236 5.1 227 9.3

　Ｆ．就　職　件　数 203 86 184 10.3 202 0.5

　ｇ．うち雇用保険受給者 68 35 55 23.6 67 1.5

　ｈ．うち中高年齢者 115 54 99 16.2 110 4.5

　ｉ．うち県外就職者 20 9 14 42.9 18 11.1

　Ｇ．充足数 174 163 6.7 191 ▲ 8.9

　新規求人倍率　（　Ｃ　／　Ａ　） 1.75 1.86 ▲ 0.11 2.03 ▲ 0.28

　有効求人倍率　（　Ｄ　／　Ｂ　） 1.16 1.10 0.06 1.31 ▲ 0.15

　就　職　率　　　 （　Ｆ　／　A　） 40.7 45.5 38.8 1.9 45.8 ▲ 5.1

　うち中高年（　ｈ　／　ｂ　） 40.6 44.3 34.9 5.7 43.1 ▲ 2.5

　充　足　率　　 　（　Ｇ　／　C　） 19.9 18.5 1.4 21.4 ▲ 1.5
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令和７年（２０２５年）７月　延岡公共職業安定所
 　〒８８２－０８０３ 延岡市大貫町１－２８８５－１
　　　　　　　　　電話 （０９８２） ３２-５４３５

1．一般職業紹介状況

～～　７月の求人倍率は1.16倍で前月比0.06ポイント増。パートタイムは0.77倍で前月比0.07ポイント増　～～

【求人倍率】今月の有効求人倍率は1.16倍で、対前年同月比から0.15ポイント減少した。有効求人倍率は令和6年12月の1.54倍をピークに
　　　　　　令和7年5月まで5ヶ月連続で減少していたが、6月は0.02ポイント、7月は0.06ポイント回復した。

【求　　職】新規求職申込件数は499人と、前月比で25人(5.3％)増加、対前年同月比では58人(13.2％)増加した。
　　　　　　新規求職申込者のうち｢雇用保険受給者｣は147人と、前月比で16人(9.8％)減、対前年同月比で24人(19.5％)増。
　　　　　　月間有効求職者数は2,081人と、前月比で8人(▲0.9％)減少、対前年同月比では20人(2.2％)減少した。
　　　　　　月間有効求職者のうち、｢45歳以上の中高年齢者｣は1,257人と、前月比で71人(▲5.3％)減、対前年同月比では89人(7.6％)増。
　　　　　　月間有効求職者のうち、｢45歳以上の中高年齢者｣が占める割合は、当月で60.4％、前年同月では62.0％であった。

【求　　人】新規求人数は874人と、前月比で8人(0.9％)減少、対前年同月比では20人(▲2.2％)減少した。
　　　　　　月間有効求人数は2,417人と、前月比で61人(2.6％)増加、対前年同月比では20人(▲2.2％)減少した。
　　　　　　産業別の新規求人数のうち、対前年同月比で増加した主な産業は、Ｅ製造業：31人(31.6％)、A.B農林漁業：20人(117.6％)、
　　　　　　Ｍ宿泊、飲食サービス業：20人(54.1％)であった。
　　　　　　また、減少した主な産業は、Ｐ医療、福祉：44人(▲14.9％)減、Ｄ建設業：28人(▲21.4％)減、Ｇ情報通信業：13人(▲72.2
　　　　　　％)減となっている。

【雇用保険】雇用保険適用状況は、資格取得者数が336人で対前年同月比53人(▲13.6％)減少した。
            資格喪失者数は409人で前年同月と同数となった。また、資格喪失者のうち事業主都合による解雇は42人と、対前年同月比で
　　　　　　22人(110.0％)増加した。
　　　　　　失業給付状況は、受給資格決定件数が158人と、前月比で6人(▲3.7％)減少、対前年同月比では28人(21.5％)増加した。
　　　　　　基本手当受給者実人員は697人と、前月比で50人(7.7％)増加、対前年同月比では114人(19.6％)増加した。

◎『賃金と個人消費の見通し』2025年度は物価高対策の効果もあり、物価上昇は年度後半に向けて鈍化する見通し。実質賃金は、２年連続で
５％を上回る賃上げが実現する中、伸びが高まる見通し。【令和７年８月　内閣府　『令和７年度内閣府年央試算について』】

※令和３年９月以降の数値には｢ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数及び求職者がオンライン自主応募可の求人に
直接応募し採用された就職件数｣が含まれる。
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全有効求職者に占める高年齢者の割合 42.1

５．障害者関係
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対前年度比
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項　　　　　目 7年7月 うち男 7年6月 対前月比 6年7月

208 89 182 14.3 171

1.00 ▲ 0.22有効求人倍率

▲ 0.44新規求人倍率 1.20 1.36 ▲ 0.16 1.64

0.77 0.70 0.07

159 12.6

73 23.3

紹　介　件　数 179 120 184 ▲ 2.7

▲ 16.9

就　職　件　数 90 60 85 5.9

月間有効求人数 677 656 3.2

新規求人数 252 262 ▲ 3.8

815

283 ▲ 11.0

633 934 ▲ 6.1

新規求職申込件数 210 155 192 9.4

819 7.1877

173 21.4

6年7月 対前年度比項　　　　　目 7年7月 うち女 7年6月 対前月比
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項　　目

　　

7年7月 6年7月 7年7月 6年7月

　Ａ，Ｂ　 農，林，漁 業 37 17 117.6 4 3 33.3

　Ｃ 　　　鉱業，採石業，砂利採取業 3 4 ▲ 25.0 0 0 -

 D 　　　建　　設　　業 103 131 ▲ 21.4 13 15 ▲ 13.3

　Ｅ 　　　製　　造　　業 129 98 31.6 17 20 ▲ 15.0

　食料品製造業 47 47 0.0 6 6 0.0

　飲料･たばこ･飼料製造業 1 2 ▲ 50.0 0 1 ▲ 100.0

　繊維工業 3 7 ▲ 57.1 1 2 ▲ 50.0

　木材・木製品製造業(家具を除く） 12 0 - 2 2 0.0

　家具･装備品製造業 0 4 ▲ 100.0 0 0 -

　パルプ･紙･紙加工品製造業 7 0 - 0 1 ▲ 100.0

　印刷・同関連業    6 0 - 0 1 ▲ 100.0

　化学工業 4 1 300.0 2 0 -

　石油製品･石炭製品製造業 0 0 - 0 0 -

　プラスチック製品製造業 8 5 60.0 4 2 100.0

　ゴム製品製造業 0 0 - 0 0 -

　窯業・土石製品製造業 5 7 ▲ 28.6 1 0 -

　鉄鋼業 0 0 - 0 0 -

　非鉄金属製造業 0 0 - 0 0 -

　金属製品製造業 16 4 300.0 0 0 -

　一般機械器具製造業 12 14 ▲ 14.3 1 2 ▲ 50.0

　電子部品･デバイス・電子回路製造業 0 0 - 0 1 ▲ 100.0

　電気機械器具製造業 8 7 14.3 0 1 ▲ 100.0

　情報通信機械器具製造業 0 0 - 0 0 -

　輸送用機械器具製造業 0 0 - 0 0 -

　その他の製造業 0 0 - 0 1 ▲ 100.0

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 6 2 200.0 0 1 ▲ 100.0

Ｇ 情報通信業 5 18 ▲ 72.2 2 1 100.0

Ｈ 運輸業，郵便業 34 28 21.4 4 9 ▲ 55.6

Ｉ 卸売業，小売業 72 75 ▲ 4.0 29 36 ▲ 19.4

Ｊ 金融業，保険業 3 8 ▲ 62.5 0 0 -

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 9 13 ▲ 30.8 2 5 ▲ 60.0

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 17 13 30.8 4 2 100.0

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 57 37 54.1 13 10 30.0

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 36 32 12.5 7 8 ▲ 12.5

Ｏ 教育，学習支援業 10 29 ▲ 65.5 4 1 300.0

Ｐ 医療，福祉 251 295 ▲ 14.9 73 60 21.7

Ｑ 複合サービス事業 4 7 ▲ 42.9 2 2 0.0

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 96 83 15.7 25 20 25.0

Ｓ,Ｔ  公務･その他 2 4 ▲ 50.0 0 2 ▲ 100.0

合 計 874 894 ▲ 2.2 199 195 2.1

人以下 589 621 ▲ 5.2

人 235 205 14.6

人 31 51 ▲ 39.2

人 13 11 18.2

人 4 4 0.0

人以上 2 2 0.0

３００～４９９

５００～９９９

１，０００

注： 　その他の製造業=区分け以外の全ての製造業を含む。　就職件数には臨時・季節分を含まない。
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６．産業別新規求人数・就職件数

産　業　別

新　規　求　人　数 就　職　件　数　

求　人　数 対前年同月
増減率

就　職　件　数 対前年同月
増減率
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　　　　（支給金額　：　単位　千円）

7年7月 うち男 7年6月 対前月比 6年7月
対前年
同月比

　新規適用事業所数 1 3 ▲ 66.7 13 ▲ 92.3

　廃止事業所数 7 11 ▲ 36.4 3 133.3

　月末適用事業所数 2,921 2,928 ▲ 0.2 2,987 ▲ 2.2

　月末委託事業所数 1,037 1,038 ▲ 0.1 1,086 ▲ 4.5

　資格取得者数 336 158 383 ▲ 12.3 389 ▲ 13.6

409 186 411 ▲ 0.5 409 0.0

 うち事業主都合による解雇 42 42 0.0 20 110.0

　離職票交付件数 321 313 2.6 318 0.9

　月末被保険者数 36,465 20,071 36,543 ▲ 0.2 36,913 ▲ 1.2

158 64 164 ▲ 3.7 130 21.5

　初回受給者数 202 87 170 18.8 142 42.3

　受給者実人員 697 274 647 7.7 583 19.6

　支　給　金　額 87,453 40,476 68,043 28.5 72,603 20.5

67 27 46 45.7 46 45.7

　受　給　者　数 67 29 44 52.3 53 26.4

　支　給　金　額 14,037 7,350 10,043 39.8 10,395 35.0

　再就職手当支給人員 47 19 59 ▲ 20.3 58 ▲ 19.0

　再就職手当支給金額 16,515 8,164 24,613 ▲ 32.9 21,775 ▲ 24.2

　受給要件確認件数 18 13 15 20.0 22 ▲ 18.2

　受　給　者　数 199 160 84 136.9 215 ▲ 7.4

　支　給　金　額 8,740 7,734 3,441 154.0 9,721 ▲ 10.1

　受給要件確認件数 34 8 31 9.7 36 ▲ 5.6

　受　給　者　数 137 12 109 25.7 132 3.8

　支　給　金　額 28,320 2,539 22,020 28.6 28,558 ▲ 0.8

　受　給　者　数 6 5 3 100.0 5 20.0

　支　給　金　額 161 143 85 89.4 136 18.4
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R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 令和6年8月 9月 10月 11月 12月 令和7年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

全  国 1.31 1.29 1.25 1.24 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24 1.26 1.26 1.24 1.22 1.22

宮崎県 1.44 1.38 1.29 1.25 1.30 1.31 1.31 1.30 1.29 1.29 1.29 1.29 1.27 1.27 1.25 1.22

延岡所 1.33 1.29 1.36 1.12 1.37 1.41 1.41 1.44 1.54 1.48 1.42 1.29 1.12 1.08 1.10 1.16
全国と宮崎県は季節調整値 （注）令和6年12月以前の数値は、新季節指数により改訂されている。（令和7年1月改訂）

延岡所は原数値

6年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7年1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

失業率の推移 2.6 2.6 2.5 2.6 2.5 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.3

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年比

R5年度 939 946 917 774 936 1,007 812 888 919 957 1,122 1,015 11,232 3.4
R6年度 901 866 998 894 852 1,123 982 817 1,029 1,027 933 914 11,336 0.9
R7年度 832 808 882 874 - -

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年比

R5年度 678 518 432 498 429 488 487 425 335 632 577 535 6,034 2.1
R6年度 694 502 420 441 400 488 483 387 361 599 471 574 5,820 ▲ 3.7
R７年度 691 484 474 499 - -

小林
1.70 1.16 1.11 1.20 1.17 1.09 1.33

延岡 日向 都城 日南 高鍋

有 効 求 人 倍 率 の 推 移

延岡所の新規求人の動き（パート含む）

延岡所の新規求職の動き（パート含む）

安定所別
有効求人倍率状況（原数値）
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